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１ はじめに  

平成12年度･14年度･20年度の調査研究のアンケート

では、事業場における化学物質等の管理状況･改善の進捗

状況を調査し、20年度にはGHS対応のMSDS内容を簡易に

把握できる7種類の｢化学物質等取扱いマニュアル｣を作

成してきたが、本年度は、平成24年4月からの労働安全

衛生規則を経て、事業場の化学物質等管理の状況にどの

ような変化がみられるかを把握するため、改めてアンケ

ート調査を実施した。

併せて、既作成の内、ホルムアルデヒド水溶液、キ

シレン、トルエン、硫酸の４種類のマニュアルの改訂、

ＭＤＩ[メチレンビス(4,1-フェニレン)=ジイソシア

ネート]、鉛、アーク溶接に関する３種類のマニュア

ルの新規作成を計画して、該当物質･作業を有する事業

場への実地調査を行った。

２ 対象と方法  

(1)県内の化学物質等使用事業場 1,200 に対して通信

によるアンケート調査を実施し、303 事業場からの回

答(有効回答率25.3％)内容の分析を行った。

(2)マニュアルの改訂･作成の対象とする６物質を使用

する作業工程を有する事業場、アーク溶接作業の工程

を有する事業場に調査研究担当者が赴き、実際に関連

物質･作業の管理がいかに行われているかを確認、当該

実地調査の結果をマニュアルの内容を検討する調査研 

究担当者会議での議論に反映させた。

３ 調査結果  

(1)アンケート

 平成24年度の調査では、303事業場の内、製造業が

64.4%を占め、製造業の中でも機械器具製造業が最多

(26.2%)で、化学物質等の使用は46.0%(138事業場)に

おいて認められた。

 平成12年度･14年度･20年度の調査と共通の設問に

よって回答の経年的な変化をみると、50人以上規模事

業場群で(M)SDSの交付が着実に進んでいる一方、50

人未満規模の事業場では改善が認められなかった。 

50人未満 50人以上

(Ａ群) (Ｂ群)

 必ず提供 18.8

12年度群  請求すれば提供 － 76.8

合　計 95.6

 必ず提供 18.8

14年度群  請求すれば提供 72.9 －

合　計 91.7

 必ず提供 18.5 29.3

20年度群  請求すれば提供 72.6 68.3

合　計 91.1 97.6

 必ず提供 16.7 48.0

24年度群  請求すれば提供 77.5 52.0

合　計 94.2 100.0

化学物質(薬品)等購入時の購入業者からの(Ｍ)ＳＤＳの提供状況

単位

(％)

 

 平成24年度調査では｢提供されたSDSがGHS仕様で

ある｣と回答した事業場は54.4%で、平成20年度の調

査(同･回答31.7%)でSDSへのGHS導入が着実に促進し
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ている状態が明らかになったが、(M)SDSの職場内掲示

又は備え付け、作業者が理解し易いようにするための

(M)SDSの書き直しについては、逆に50人未満規模事

業場群で改善が認められる一方、50人以上規模事業場

群では経年的な後退が認められた。 

50人未満 50人以上

(Ａ群) (Ｂ群)

 備え付け･掲示
 をしている

76.4

 備え付け･掲示
 をしていない

14.6

 備え付け･掲示
 をしている

42.4

 備え付け･掲示
 をしていない

39.3

 備え付け･掲示
 をしている

49.6 72.1

 備え付け･掲示
 をしていない

32.6 19.2

 備え付け･掲示
 をしている

52.2 68.2

 備え付け･掲示
 をしていない

40.4 22.7

14年度群 －

20年度群

24年度群

(Ｍ)ＳＤＳの職場内掲示･備え付けの有無

単位

(％)

12年度群 －

 

50人未満 50人以上

(Ａ群) (Ｂ群)

 書き直して備え付け
 ･掲示している

25.8

 書き直して備え付け
 ･掲示はしていない

69.9

 書き直して備え付け
 ･掲示している

10.9

 書き直して備え付け
 ･掲示はしていない

71.2

 書き直して備え付け
 ･掲示している

11.1 21.2

 書き直して備え付け
 ･掲示はしていない

74.8 74.0

 書き直して備え付け
 ･掲示している

13.3 13.5

 書き直して備え付け
 ･掲示はしていない

70.0 78.4

14年度群 －

20年度群

24年度群

入手後の(Ｍ)ＳＤＳの書き直しの有無

単位

(％)

12年度群 －

 

 GHS仕様のSDSの普及が進む一方、SDSの記載には｢よ

り分かり易く｣という要望も根強く認められ 

有害性の程度が分かり
やすく書かれていない

現在使用されているＳ
ＤＳのフォーマットが分

かりにくい

ＧＨＳによる有害性分
類や｢標章｣が書かれて

いない
その他 計

20年度 37.2% 5.2% 7.8% 49.8% 100.0%

内､｢分かりにくい用語が

多い｣は26.7%

24年度 46.7% 21.7% 13.3% 18.3% 100.0%

 

今なおGHS仕様SDSの記載内容を分かりやすく簡易に

記載し、認識と理解を促進するマニュアル作成の意義

は大いにあるものと考えられた。

(2)実地調査

 今回、マニュアル改訂･作成の対象とした化学物質や

有害業務を有する事業場への実地調査では、事業場で

の実態をふまえつつ、該当するSDS記載の膨大な情報

から、適切･適正な化学物質等･作業の管理のうえで現

場･作業者に強調して発信すべき情報をいかにセレク

トするかという観点を重視した。そのうえで実態調査

の結果と該当物質･作業のSDSをはじめとする対象業

務の有害性に関する関係資料をもとに調査担当者にお

ける議論を積み重ね、｢マニュアル｣に記載すべきと考

える情報をセレクトした理由･根拠も確認しつつ、予定

したマニュアルの改訂･新規作成を行った。

〈 ＭＤＩのマニュアル例 (新規作成分)〉 

４ まとめ  

 GHS 仕様 SDS の提供や活用が未だに十分ではなく、

特に中小規模事業場ではSDSの掲示･備え付けを作業

手順に関連付けたり、現場･作業者が理解し易いよう

に SDS を書き換えたりすることが困難な状況にある

ことを今回のアンケート調査でも確認した。

 当センターが取り組んできた有害物質等取扱いマ

ニュアルの作成を継続し、特に中小規模事業場に活

用を勧奨して、GHSやGHS仕様のSDSによる化学物質

等の適正な管理を支援していくことはなお重要な意

義があると考えるところである。 
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